


































































































































































 　また、小梁・前掲 84頁は、当初 3件のフィデュシーはすべて担保目的であったとしてそ
れぞれの内容を紹介している。



















































22） Pellier, Regard sur la fiducie‒sûreté, Les Petites Affiches, nº58, 2007, nº9.
23） 有体動産質に関する2336条、債権質に関する2356条、担保のための所有権留保に関す
る2368条、不動産質権に関する2388条1項、抵当権に関する 2416条。






26） Pellier, op.cit., nº9.































































32） Roussel, Intérêts et limites de la fiducie après la LME, au sens du droit des sûretés, Droit 
& Patrimoine, nº176, 2008, p.31.






















































38） Aynès＝Crocq, op.cit., nº788.
39） Aynès＝Crocq, op.cit., nº790.
40） フィデュシー財産の所有権はすでに債権者に付与されているので、実行段階では所有
権移転は生じない。
41） Aynès＝Crocq, op.cit., nº789.






























45） Aynès＝Crocq, op.cit., nº789.
46） L. Aynès, Droit civil, sûretés, publicité foncière, 9eéd., 1998, nº516.ちなみに、この記述は
Aynès＝Crocq, op.cit., nº515にも残存している。
 　また、フィデュシー導入以前の著作であるが、フィデュシーが流質禁止を潜脱すること
になることからフィデュシーがかつては認められなかったとする D. Legeais, Sûretés et 





















































































56） 売買代金債権の差押えに関する最判平成 11年 5月 17日民集 53巻 5号 863頁、共済金請
求権の差押えに関する最判平成 22年 12月 2日民集 64巻 8号 1990頁、転売代金債権の差押
えに関する最判平成29年5月10日民集71巻5号789頁。


























60） なお、最判平成 5年 2月 26日は民集 47巻 2号 1653頁は、譲渡担保設定者が保険契約を
締結した事例であるが、被保険利益があることは認めるもののその範囲については明言し
ていない。しかし、譲渡担保権者と譲渡担保設定者の双方が別個に同一の目的不動産につ
いて損害保険契約を締結し、その保険金額の合計額が保険価額を超過する場合、この 2つ
の保険は被保険者を異にするから重複保険ではないとしつつも、両者が有する被保険利益
はいずれも同じ対象物件に係るものであるから、同一の目的について重複して保険契約が
締結された場合と同様の状態が現出することは否定することができないとしているから、
本文で述べたような形で被保険利益を分割する考え方には立っていないと思われる。
及ばないのであるから、設定者の取得する保険金に対して譲渡担保の効力を及
ぼすことはできないこととなる。しかし、被担保債権が弁済されると譲渡担保
権が消滅することとなるが、その時点で設定者の被保険利益が拡大されるとい
うことになるのだろうか。これを認めると、保険契約の存続中にその内容を変
更しなければならなくなるのでこの見解は適当ではないだろう。譲渡担保権者
と設定者の双方が所有者利益を有するとの見解も成り立ち、これを支持する学
説が多い 61）。しかしながら、抵当権の場合には、設定者には所有者利益が認め
られるのに対して、抵当権者には所有者利益が認められていないことに鑑みる
と、譲渡担保権者に所有者利益を付与するのは過大であると考えられる 62）。し
たがって、抵当権の場合と同様に、譲渡担保権者には担保権者としての被保険
利益しか認めず、設定者に所有者利益を認めるべきである 63、64） 。その結果、
設定者の取得する保険金請求権に対して譲渡担保権者が物上代位権を行使する
余地があることとなる 65）。
次に、この場合における物上代位権行使の要件を明らかにしなければならな
い。保険金請求権を有するのは設定者であるから、譲渡担保権の効力を及ぼす
担保法に対する信託法理の影響
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61） 潘阿憲『保険法概説　第2版』（中央経済社・平成30年）65頁。
62） 譲渡担保権者と設定者の双方に所有者利益を認めつつ、双方が別個に保険契約を締結
した場合に生じる問題点については、潘・前掲65頁。
63） 山下友信『保険法（上）』（有斐閣・平成30年）315頁。
64） 本稿での論述にあたっては、設定者に所有者利益があることのみが論証されていれば
足りるので、譲渡担保権者の有する被保険利益の内容については詳細な検討は加えていな
い。
65） ただ、論者は、前掲最判平成 5年2月26日を、譲渡担保権者と設定者の双方がそれぞれ
に損害賠償請求権を有するという考え方に親和的な判決であると評している（道垣内・前
掲③316頁）。設定者のみが保険契約を締結していた場合、譲渡担保権者は自己の有する被
保険利益に基づく保険契約を締結しなかったということであるから、設定者の取得する保
険金請求権に譲渡担保権の効力を及ぼすことは許されないと解するのかもしれない。もっ
とも、こうした考え方は抵当権の場合とは大きく異なるものであるが、譲渡担保では担保
目的物の所有権が移転しているが抵当権の場合はそうではないことに着目すれば、説明が
つかないわけではない。しかし、このように解すると設定者の有する所有者利益とは何か
が問題となってしまうように思われる。
のであれば、差押えを要するものと解したい。この結論は、一見すると、信託
の場合との齟齬を来しているようにも思われる。しかしながら、信託財産の所
有権が受託者に完全に移転し、受益権が担保権に止まるという場合には、設定
者にはもはや被保険利益はないものと言わざるを得ない。したがって物上代位
の余地はない。また、譲渡担保権のみが信託財産である場合、信託設定者は設
定者留保権に基づき保険契約を締結することができる 66）。しかし、この保険契
約に基づいて支払われることとなる保険金は設定者が取得するものであるか
ら、「受託者が得た財産」（信託法 16条 1号）とはならない。したがって、こ
の保険金を信託財産に組み入れるためには受託者が物上代位権を行使すること
によって「受託者が得た財産」とする必要がある。以上のように考えれば、物
上代位の場合と信託の場合とは同様の処理がなされることとなる。
3　債務不履行後
⑴　譲渡担保においては、清算金支払義務が判例によって認められている 67）。
信託の場合、担保目的であることが譲渡担保の場合以上に明確であるから、
担保権者は未払い債務の範囲でのみ信託財産から給付を受けることができるこ
ととなる。残額の処理については、設定者を受益者に加えることで対処するこ
とが考えられる。また、設定者を受益者に加えなかった場合でも、委託者が残
余財産帰属者として扱われる（信託法182条2項）場合が多いであろう。
残余財産をすべて担保権者に帰属させるような定めが許されるのかは明らか
ではない。信託の場合、信託の目的を明らかにすることが要求されるため、担
保目的であることは譲渡担保の場合に比しても明らかなものと考えられる。そ
のため、担保法理に基づいて清算金の支払を回避するような定めが許されなく
なるものと解する。
⑵　担保のための信託の実行方法は信託設定時の定めによるものと解され、受
論説（直井）
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66） 譲渡担保の場合との整合性を図るのであれば、むしろ信託設定者には所有者利益があ
るというべきかもしれない。
67） 最判昭和46年3月25日民集25巻2号208頁。
益者に信託財産を帰属させる方法と、受託者が信託財産を処分して未払債務相
当額を受益者に引き渡す方法とが考えられる。これらの方法は、譲渡担保にお
ける帰属清算型と処分清算型に対応するものであり、信託の場合にのみ認めら
れるような実行方法は想定しがたい。
⑶　委託者の死亡は信託の終了原因とはされていない（信託法163条参照）。
この点、譲渡担保権の場合も同様である。
おわりに
フランスではフィデュシー立法にあたり約定担保物権の法理との相違は相当
に意識されており、立法後の修正に当たっても約定担保法理との均質化が図ら
れている。また、流質の認容に見られるようにフィデュシー法理が約定担保法
理に影響を与えた場面も見られる。さらに、フィデュシー法理と約定担保法理
との間に差異がある場合については、差異があること自体を不当とする見解が
目に付く。
わが国においても民法上の約定担保物権の法理と譲渡担保法理との間に影響
関係があることは同様である。しかしながら、わが国においては法文がないと
ころでの解釈論として譲渡担保法理を打ち立てる必要があったため、民法上の
約定担保物権の法理が譲渡担保法理の形成に寄与する方向での一方的な影響関
係に止まっている。他方、信託法理と譲渡担保法理の関係であるが、譲渡担保
を信託的譲渡と構成することにより信託法理を譲渡担保法理の形成に役立てよ
うとする試みはなされていたが、一般論に止まっていたために、民法上の約定
担保法理が譲渡担保法理に導入されると、こうした試みは目立たないものと
なってしまった。しかしながら、遺言による担保権の設定におけるように、信
託法理が担保法理に具体的な影響を与える局面も見られるようになった。また、
譲渡担保権に基づく物上代位の可否をめぐる議論において見られるように、た
だ単に譲渡担保権は実質的に担保であるからというだけでは、所有権が移転さ
れているという形式を十分に説明することはできない。ここは、所有権移転と
いう形式をとる信託法理を譲渡担保法理形成の参考とすべき場面であると言う
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べきなのではないか。
また、今後、担保のための信託の利用が進んだ場合、信託法理と譲渡担保法
理との間にさらなる影響関係が生じてくることが考えられる。もちろん、それ
ぞれ独立の法理であるのだから影響関係などなくてよいのだという考え方もあ
りうる。しかし、担保設定の方法としてこの両者を選択することができるとい
うのであれば、これらの法理の均質化を行っておかなければ、将来譲渡担保立
法がなされた場合に、仮登記担保法制定時に見られたような現象、すなわち立
法によって課された制約を逃れるために新たな担保手段に実務が移行してしま
う、ここでは担保のための信託設定に移行してしまうということが生じかねな
い。この点は、フィデュシー契約の有効要件に関する明文規定を定め、税務署
への登録を要求しているためにフィデュシーの有効性が厳格に定められている
フランスとは事情が異なっており、わが国ではより深刻な問題となり得る。
従来、譲渡担保が実質的に担保であることを理由に民法上の約定担保物権の
法理が譲渡担保法理に導入されてきたという流れに鑑みるならば、担保のため
の信託は担保なのだから譲渡担保法理が信託法理に影響していくという流れが
できるであろうことは想定しやすい。もっとも、担保のための信託であるから
というだけで、一律に譲渡担保法理を全面的に導入するということにはならな
い。ただ、この反対の流れ、すなわち信託法理が譲渡担保法理に影響を及ぼす
ということは考えられてもよいのではないか。所有権を移転しているという点
では、譲渡担保には抵当権や質権よりもむしろ信託に類似する点もある。それ
ならば信託法理に学ぶべきものはあるはずである。
さらには、信託法理・譲渡担保法理が民法上の約定担保物権の法理に影響
を及ぼすことも考えられる。一例として、フランスにおけるように、流担保の
許否という問題が考えられるだろう。
本稿は、平成30年度科学研究費補助金・基盤研究（c）による研究成果の一
部である。
（なおい・よしのり　筑波大学法科大学院准教授）
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